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は じ め に

町内会・自治会は、地域に住む人たちが、日頃の交流を通じて連帯と親睦を深め、地域におけ

る様々な課題解決に取り組み、明るく住みよい豊かなまちづくりを目指して、自主的に活動してい

る団体で、私たちの生活の中で最も身近な住民組織です。 

特に近年、防災や防犯、地域福祉などの取り組みに対する期待は高まっており、麻生区内でも、

日頃から活発に活動されている地域や、実際に災害が起こった時に町内会・自治会が中心となっ

て積極的に対応にあたられた事例などが全国にあります。 

一方、ライフスタイルの変化や価値観の多様化、少子高齢化の影響などにより、加入率の低下

や役員のなり手不足が課題となっている地域もあります。さらには、引き継ぎなどをはじめ、日常の

運営においても、戸惑いが多いとの声もあります。 

麻生区では、１２５の町内会・自治会が組織され、地域により「○○町会」「○○町内会」「○○自

治会」「○○管理組合」など様々な名称で呼ばれていますが、総称して「町内会・自治会」と呼んで

おります。また、１０７の町内会・自治会で構成された麻生区町会連合会が設立されており、麻生

区役所地域振興課が事務局を務め、町内会・自治会の運営方法や地域課題などの情報を共有

し、町内会・自治会活動の充実、活性化に向けて、連携・協力をしています。 

本冊子は、町内会・自治会運営の基礎的な内容を掲載するとともに、町内会・自治会の課題解

決や活動の参考となりますよう、町内会・自治会の現状や活動事例を踏まえ、まとめたものですが、

町内会・自治会によって、運営方法や活動内容などは様々ですので、本冊子はあくまで参考にお

示しするものです。 

みなさまの町内会・自治会活動の一助となりましたら幸いです。
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１ 町内会・自治会とは 

    町内会・自治会とは 

「町内会・自治会」は、主に地縁に基づいて組織され、生活の場をより良い環境に向上させると

ともに、個人が感じている地域への思いや願いなどを社会全体に反映させていく上で、非常に重

要な役割を担っています。加入率は減少傾向にあるものの約６割の世帯が加入し、地域の世帯や

幅広い世代を網羅していることから、地域コミュニティの基礎を支えています。 

各町内会・自治会の組織の規模や活動内容などは様々ですが、防災や防犯、環境美化、子供

や高齢者を対象とした地域福祉のほか、地域住民の親睦を目的とした行事など、幅広い活動分

野があり、それぞれの地域で、住民共通の課題解決などにも取り組まれています。 

また、町内会・自治会以外にも、地域には防災や防犯、福祉、青少年育成など各種分野ごとに

活動されている団体や様々な目的で活動しているＮＰＯなどの「テーマ型市民組織」があり、これ

らが相互に関係し合いながら、様々な形で地域コミュニティを形成しています。 

災害時には、町内会・自治会をはじめとする地域コミュニティの住民相互の助け合い（共助）

が、大きな力となります。麻生区においても、各地域で地域の防災力向上に向けた取り組みが始

まり、町内会・自治会を中心とした地域コミュニティが災害時の避難や、復旧・復興に大きな役割を

果たすなど、その重要性は益々高まっています。 

○地縁認可団体とは 

町内会・自治会は住民自治組織であり、基本的に法律上の規定はなく任意団体で法人格がな

いため、団体名義では不動産等の登記ができません。しかし、平成３年の地方自治法の改正によ

り、一定の要件を満たす町内会・自治会などの「地縁による団体」に対して、市町村長の認可によ

り法人格が付与され、団体名義で不動産等の登記ができるようになりました。 

認可については、不動産または不動産に関する権利等を保有しているか、保有する予定であ

る町内会・自治会などの地縁による団体が、地方自治法に定められた要件を満たしていることが

必要です。また、認可地縁団体の規約については、定めておくべき事項が地方自治法で定めら

れています。麻生区内においても、認可を受けている町内会・自治会がありますので、認可を受け

ようとお考えの場合は、麻生区役所地域振興課又は市民文化局市民活動推進課にご相談くださ

い。 
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２  役 員

   役員の役割 

①会長 

会長は、町内会・自治会の代表者であり、全体の責任者です。地域のまとめ役として、他の役

員や地域住民がそれぞれの立場で十分力を発揮できる環境づくりを行い、町内会・自治会の活

動を活発にしていく役割があります。また、対外的な交渉や会の意志を行政等に伝える役割、

他の役員と協議しながら会の基本的な方向を示し、会の活動をリードしていくリーダーとしての

役割もあります。 

②副会長 

副会長は、会長を補佐し、時には会長の役割を代行する役割があります。会長と連携して町

内会・自治会の運営を行います。どうしても会長に大きな負担がかかってしまうこととから、担当

副会長制を取り入れている町内会・自治会もあります。 

③書記 

書記には、会議や事業に関する記録、その他事務全般などを受け持つ役割があります。また、

会議の準備・連絡も書記の大きな役割の一つです。 

④会計 

会計は、町内会・自治会のお金の出入りに関する事務を行う、出納責任者の役割があります。

また、必要な会計書類や通帳、資産等管理台帳などの管理を行います。町内会・自治会の会

員からの信頼を得るためには、会の収支がわかる書類をしっかり用意し、明朗にすることが大切

です。 

⑤監事 

監事は町内会・自治会の会計や事業の実施状況の 

チェックを行います。予算や事業の執行が会の目的にそって 

適正に進められているかどうかを確認するのが役割です。 

会計年度末には、会計から会計記録を受け取り、監査します。
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⑥顧問・相談役 

会長をはじめとした役員の相談を受け、必要に応じて的確にアドバイスを行う役割を担うため

に、会長や副会長の経験者などに顧問や相談役をお願いしている町内会・自治会もあります。 

⑦その他の役員（理事） 

町内会・自治会によっては、その町内会・自治会を構成している組や班の長（組長・班長）を

町内会・自治会の役員（理事）にしている場合あります。その他にも、専門委員会や専門部会を

置いているところでは、その執行役を役員としているケースもあります。また、様々な運営を補佐

している役員を置いているところもあります。 

   役員の選任方法 

役員の選出については、町内会・自治会の大小や地域特性によって、「選挙」や「推薦」、「抽

選」、「輪番制」など、いろいろな方法によって行われています。 

いずれにしても、それぞれの地域の状況に最も適した民主的な方法により役員を選出し、会員

一人ひとりが役員の気持ちで活動に参加していくことが大切です。ただし、抽選や輪番制を採用

する場合は、小さい子どもや介護を要する家族を抱える世帯や高齢者だけの世帯については、

就任時期をずらすなどの配慮も必要です。 

   役員の任期 

役員の任期は、町内会・自治会の会則で定められています。会計年度に合わせて１年（ただし、

再任は妨げない）としているところが多いようです。役員は何かと忙しく、敬遠されがちです。「任期

が１年であれば、何とか役員を引き受けても良い」という気が起こるので、任期を１年とする方がよ

いという声もあります。一方、役員としての職務を果たすには少なくとも２年間は必要であるとの認

識から、会計年度をまたいで２年間としていることころもあります。 

任期については、それぞれの地域のおかれている状況によって地域で決めるべきものですが、

途切れることなく会の運営を行っていくための工夫や、会長をはじめとした役員の負担を分散する

ことによって役員のなり手をしっかり確保する工夫が大切です。 

例えば、任期が１年であっても、会長や三役経験者が次年度も役員や顧問・相談役として残す

工夫をしている町内会・自治会もあります。また、任期は２年の場合では、会の運営をスムーズに

するために、任期がきた時に役員の半分を交代する工夫をしているところもあります。専門部会な

どを設けて継続的に検討し、最終決定は、役員会や理事会などで決定するのもいいでしょう。 

-3-



   町内会・自治会で役員を務めると・・・・ 

◆地域の仲間が増え、ネットワークが広がる 

地域において多様な年代の方々と知り合うことができ、普段顔を合わせた時も気軽に話すこと

ができるようになります。 

また、活動を通して他の団体やＮＰＯ・ボランティアの方々、他の地域の自治会役員さんなど人

のネットワークが広がります。 

◆地域や行政のことがよくわかるようになる 

町内会・自治会の活動を通して、地域の現状や様々な能力を持った人材などを改めて知ること

ができ、客観的な立場からまちを見て関心を高めることができます。また、地域には様々な考えを

持った人がいることから、他者の意見や考え方を理解することができるようになります。 

さらに、行政との情報交換・意見交換を通じて、そのしくみを理解することもできるようになります。 

≪町内会・自治会役員経験者の声≫

一緒に役員をして、一つの 
目標に向かって進むことで 
仲間となり、役員終了後も 
付き合いが続いています他の地域の方ともお話をする 

機会が増え、行事などの時に 
お互いに協力し合うなどいい 
関係を築くことができました 

人口構造や住民意識など 
自治会内の実態が把握でき、 
自分のまちを客観的に見る 
ことができました 

地域において、年代を超えた 
付き合いができ、顔見知りが 
増えました

今までよくわからなかった行政のしく
みについて、組織の様子や学校・警
察等との役割分担などがどうなってい
るかがわかりました 

多くの人と意見を交わす 
なかで、異なった意見を 
理解しさらに視野を広げて 
いくことで、自分にとっても 
勉強になります 
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３  会 計 

    予算 

町内会・自治会の１年間の会計年度の初めに、収入と支出の見通しを予算書として作成します。

その年度の事業計画、また、過去の活動内容や決算状況なども踏まえながら、作成する必要があ

ります。 

予算書は、科目ごとに、町内会・自治会の活動内容などにあわせて、わかりやすい表記となるよ

うに設定しましょう。また、摘要の欄には、それぞれの科目ごとの内訳などを記載するとわかりやす

くなります。 

    決算 

町内会・自治会の１年間の会計年度終了後に、いくらの収入があったか、どのような活動にいく

ら支出したかなど、会計の収支状況を決算書として取りまとめます。 

科目は、予算書で設定した科目に合わせるのが基本です。また、科目ごと日付順に領収書を

保管しておくことも必要です。 

摘要の欄には、それぞれの科目ごとの内訳などを記載するとわかりやすくなります。 

予算・決算は、各々の町内会・自治会で独自に作成 
されていますので、特にルールなどはありません。 

６ページに予算書、７ページに決算書の例を掲載しまし
たので、参考にご覧ください。 

また、総務省で「コミュニティ団体運営の手引き～自治
会、町内会、その他地域活動を行うグループの皆さまに
～」を作成していますので、こちらも参考にしてください。 

※総務省作成の手引きホームページ 
https://www.soumu.go.jp/main_content/000060774.pdf 
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令和〇〇年度〇〇自治会予算書（例）

【収入の部】                                 （単位：円）

科 目 本年度 前年度 増 減 摘 要 

前期繰越金 150,000 145,000 5,000 前年度からの繰越金 

会費 1,200,000 1,200,000 0 年会費 2,400 円×500世帯数 

手数料収入 150,000 150,000 0 広報誌配布手数料等 

古紙回収収入 40,000 40,000 0 古紙回収事業に対する報奨金 

公園管理収入 40,000 40,000 0 公園の管理に対する報奨金 

寄付金 20,000 20,000 0 町内企業からの寄付金 

夏祭り売上 99,000 95,000 4,000 出店の売上金 

雑収入 1,000 1,100 ▲100 預金利息等 

合 計 1,700,000 1,691,100 8,900

【支出の部】                               （単位：円）

科 目 本年度 前年度 増 減 摘 要 

通信費 10,000 10,000 0 切手代 6,000、電話代 4,000 

事務用品費 60,000 50,000 10,000 事務用品の購入 

印刷費 100,000 100,000 0 会報等の印刷 

事業費 450,000 450,000 0

夏祭り 200,000 

防災訓練 100,000 

研修 150,000 

清掃費 120,000 120,000 0 草刈業者委託料 

助成費 200,000 200,000 0
子供会 100,000 

敬老会 100,000 

備品費 130,000 156,100 ▲21,100
防災倉庫関係備品 80,000 

清掃用具 50,000 

集会所運営費 50,000 50,000 0
光熱水費 30,000 

消耗品購入 20,000 

福祉費 100,000 100,000 0 敬老祝い 100,000 

交際費 100,000 100,000 0

負担金 210,000 210,000 0 関連団体への負担金 

予備費 170,000 145,000 25,000

合 計 1,700,000 1,691,100
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令和〇〇年度〇〇自治会決算書（例）

【収入の部】                                 （単位：円）

科 目 決算額 予算額 増 減 摘 要 

前期繰越金 150,000 150,000 0 前年度からの繰越金 

会費 1,190,400 1,200,000 ▲96,000 年会費 2,400 円×496世帯数 

手数料収入 150,000 150,000 0 広報誌配布手数料等 

古紙回収収入 38,000 40,000 ▲2,000 古紙回収事業に対する報奨金 

公園管理収入 40,000 40,000 0 公園の管理に対する報奨金 

寄付金 10,000 20,000 ▲1,000 町内企業からの寄付金 

夏祭り売上 63,000 99,000 ▲36,000 出店の売上金 

雑収入 900 1,000 ▲100 預金利息等 

合 計 1,642,300 1,700,000 ▲57,700

【支出の部】                               （単位：円）

科 目 決算 予算 増 減 摘 要 

通信費 9,600 10,000 400 切手代 5,600、電話代 4,000 

事務用品費 10,000 60,000 50,000 事務用品の購入 

印刷費 86,000 100,000 14,000 会報等の印刷 

事業費 596,000 450,000 ▲146,000

夏祭り 280,000 

防災訓練 130,000 

研修 186,000 

清掃費 118,000 120,000 2,000 草刈業者委託料 

助成費 200,000 200,000 0
子供会 100,000 

敬老会 100,000 

備品費 111,000 130,000 19,000
防災倉庫関係備品 65,000 

清掃用具 46,000 

集会所運営費 47,000 50,000 3,000
光熱水費 37,000 

消耗品購入 10,000 

福祉費 100,000 100,000 0 敬老祝い 100,000 

交際費 90,000 100,000 10,000

負担金 210,000 210,000 関連団体への負担金 

予備費 64,700 170,000 105,300

合 計 1,642,300 1,700,000
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    会計監査 

会計監査の役員は、決算書と領収書や通帳などの関係書類を審査し、収入と支出が町内会・

自治会の活動目的に沿ったものとなっているか、決められたルールに沿って処理されているかな

どをチェックします。町内会・自治会活動の透明性を高め、会員から活動への理解を得るためにも

大切な仕事だと言えます。 

１年間の会計年度終了後、会計の役員は、決算書に領収書など関係書類を添えて、会計監査

の役員に提出し、会計監査を受けます。監査終了後、問題がなければ、会計監査の役員は、会

計監査報告書に署名捺印の上、総会や役員会などで監査結果を報告します。 

会計報告書

令和○○年度会計監査報告

  ◇◇町内会規約第△条第△項に基づき、令和○○年度の会計事務（金銭出納帳及び領収書等）

を監査した結果、適切に処理され、かつ正当であることを認めます。

   令和○○年□□月□□日

         ○○町内会   監 事              印

                 監 事              印
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４  事 業

    事業計画と報告 

事業計画は、町内会・自治会が１年間、どういった活動をするかを決めるものです。会の中で話

し合って決定し、共通認識とすることで、計画的な事業実施につながります。また、活動の目的や

内容を共有し、協力して取り組むためにも必要なものです。これまでの活動の反省点も踏まえ、多

くの方が参加できる事業となるよう実施方法を工夫するなどの配慮も大切です。 

総会で承認を得た後、予算、事業計画とあわせて、決算や事業報告に 

ついても、広報紙に掲載するなど積極的にお知らせをし、透明性の 

高い運営を行うことが大切です。 

会員の活動に対する理解が深まり、協力が得られやすくなると 

考えられます。 

＜事業計画の一例＞ 

行  事 運  営

４月 総会・役員会など

新役員体制の発足及び引継

５月

６月

７月

８月 夏祭り

９月 防災訓練（第１日曜日）

敬老会

美化活動（最終日曜日）

１０月 運動会

あさお区民まつり（第２日曜日）

１１月 ハロウィンパレード

１２月 クリスマス会

年末パトロール

忘年会

１月 どんど焼き 次期役員候補の選出

２月 節分

３月

※理事会は毎月第３土曜日に開催
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５ 新型コロナウイルス感染症対策

    新型コロナウイルス感染症対策について 

令和２年１月から、新型コロナウイルス感染症が、世界的規模で感染拡大し、麻生区においても

感染拡大が懸念されるという状況になりました。そのため、町内会・自治会が開催する総会等の会

議を延期・中止や書面開催などに変更したところも多いと思います。 

しかし、いまだ終息の目途がたっていない中、今後も総会の延期・中止にするわけにはいかな

いと思い悩む役員の皆さも多いかと思います。 

感染予防対策を行いながら開催、書面で開催、zoom等を活用したオンラインで開催など、開催

方法はさまざまなので、次の方法を参考にしていただき、社会情勢や町会・自治会の状況に応じ

て、ご検討していただければと思います。 

また、回覧等の実施についても、併せて検討を行ってください。 

○感染症予防対策を行いながら開催

事前準備 

・会議資料を事前に配布し、当日の会議時間の短縮を心がける。

・参加者が会議室定員の２分の１以下になるよう、会議室を通常より広めの部屋にする。

・非接触型体温計の準備

手洗いや手指の消毒の徹底

・会議前、会議後など、こまめに手洗いや手指の消毒をする。

・手洗いは、３０秒程度かけて、石けんやハンドソープを用いて丁寧に洗う。

・多くの人が触れる場所（机、椅子、ドアノブ、マイクなど）は、適宜消毒する。

マスク着用の呼びかけ

・会議時に会話をするとき、人との距離が十分に取れない場合は、出席者にマスクの着用を呼びかけ

る。ただし、熱中症には十分注意する。

・マスクがない場合には、ティッシュやハンカチで口や鼻を覆ったり、咳やくしゃみをする際は袖で

口・鼻を覆う。

３つの密（密閉・密集・密接）の回避

ア 密閉を避ける

・会議室では、空気の流れができるよう、２方向の窓を、１回あたり数分間程度、全開にして換気

する。換気は、毎時３回以上行うようにする。（窓が 1つしかない場合は、入口のドアも開ける。
扇風機や換気扇を併用すると換気の効果が上がります。）

イ 密集を避ける

・他の人とは互いに手を伸ばして届かない程度の十分な距離を取る。

ウ 密接を避ける
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・密接した会話を避けるため、対面での会話をする場合などは、十分な距離（2 メートル以上）を
保ち、マスクを着用する。

・会話をする際は、可能な限り真正面を避け、マイクなどを使用し大きな声を出さないようにする。

出席者の把握

・当日の出席者の氏名・連絡先を把握し、万が一、参加者の中に感染者が確認された場合は、接触の

可能性がある人に迅速に連絡できるようにする。

・名簿を作成する場合は、個人情報の取り扱いに注意する。（本人の同意、保存期間・方法、廃棄方法

など）

・出席者に対し、厚生労働省から提供されている接触確認アプリ（COCOA）のダウンロードを促す。
体調不良の場合の自宅待機の呼びかけ

・当日、出席者には検温をしてからの参加を呼び掛けや、会場で非接触型体温計での検温を行い発熱

（３７．５度以上）がある場合や体調不良の場合は、出席をお断りする。

○書面で開催

書面表決の進め方をお示しいたします。

町内会・自治会において、会則に特別の規定がない限り、各団体において総会の進め方を判断して

ください。

なお、認可地縁団体（法人格のある町内会・自治会）につきましては、会員は個人単位となります

ので、世帯の人数分の賛否を問えるよう、参考例文を適宜修正してご活用ください。詳しくは、市民

文化局 コミュニティ推進部 市民活動推進課（電話０４４－２００－２４７９）へお問い合わせく

ださい。

書面表決の進め方

１ 「総会の開催案内」、「議案」、「書面表決」を町内会・自治会の会員に配布する。

２ 会員から「書面表決書」（１２ページ参照）を提出してもらう。

３ 集めた書面表決書を役員等で集計する。

４ 総会（書面議決）を開催する。

５ 全会員に総会の結果通知（１３ページ参照）を回覧等でお知らせする。

○zoom 等を活用したオンラインで開催

 新型コロナウイルス感染症の影響により、多くの人が集まる総会や役員会・打合せの開催がが困難な

状況となり、書面開催などに変更していると思いますが、zoom 等を活用したオンラインによる開催方

法も有効だと考えられます。

 今後、開催される講座などに参加し、導入を検討してみてください。
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（ 案 ） 

〇年〇月〇〇日  

〇〇町内会・自治会員 各位 

〇〇〇〇町内会・自治会  

会長 〇〇 〇〇   

〇〇町内会・自治会 ○○年度定期総会の開催（書面表決）について（通知） 

日頃から、町内会・自治会活動にご理解、ご協力いただき、誠にありがとうございます。 

当町内会・自治会では、例年、定期総会を開催しておりますが、新型コロナウイルス感染防止

の観点から、書面表決とさせていただきます。 

つきましては、別紙「定期総会資料一式」をご確認のうえ、本紙キリトリ線以下の書面表決書に

ご署名及び各議案への賛否をご記入いただき、令和○年〇月〇日必着で、書面表決書を〇〇

〇〇までご提出ください。 

議案の可決につきましては、ご提出いただいた書面表決書のうち、賛成が過半数を超えた場合

に可決とさせていただきます。何とぞご理解のほど、よろしくお願いいたします。なお、令和○年〇

月〇日に開催しました役員会において、各議案については審議済みであることを申し添えます。 

問い合わせ先             

会長 〇〇 〇〇           

電話番号   －   －       

書面表決書                                         ○年〇月〇〇日  

住所                   

氏名（自署名）         印   

私は、〇〇町内会・自治会 ○○年度定期総会における下記議案について、次のとおり表決し

ます。 

議案番号   議         案 

第１号議案 ○○年度事業報告について        【 賛成 ・ 反対 】 

第２号議案 ○○年度決算報告について        【 賛成 ・ 反対 】 

第３号議案 ○○年度役員（案）について        【 賛成 ・ 反対 】 

第４号議案 ○○年度事業計画（案）について     【 賛成 ・ 反対 】 

第５号議案 ○○年度予算（案）について        【 賛成 ・ 反対 】 

第６号議案 ○○○○○○○○について        【 賛成 ・ 反対 】 

【意見】（※ご意見がありましたらお書きください。） 

（注）各議案について、「賛成」・「反対」いずれかに○印で表示してください。  

キ リ ト リ 線
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（ 案 ） 

○年〇月〇日 

○○町内会・自治会 会員各位 

〇〇町内会・自治会  

会長 〇〇 〇〇   

○○町内会・自治会 ○○年度総会書面議決の結果について 

日頃から、町内会・自治会活動にご理解、ご協力いただき、誠にありがとうございます。 

さて、本年度の総会は書面での議決とし、令和○年○月○日必着で書面表決書をご提出いた

だきました。 

その結果について下記のとおりご報告いたします。 

記 

○○町内会・自治会 ○○年度総会議決結果 

会員数○○  回答数○○  無回答数○○ 

議案 

   第１号議案 ○○年度事業報告について       賛成○○、反対○○ 

   第２号議案 ○○年度決算報告について       賛成○○、反対○○ 

   第３号議案 ○○年度役員（案）について       賛成○○、反対○○ 

   第４号議案 ○○年度事業計画（案）について    賛成○○、反対○○ 

   第５号議案 ○○年度予算（案）について       賛成○○、反対○○ 

   第６号議案 ○○○○○○○○について       賛成○○、反対○○ 

結果 

   すべての議案について、過半数の賛成をもって可決されました。 

   第○号から第○号までの議案について、過半数の賛成をもって可決されました。 

   第○号議案について、過半数の賛成をもって可決されました。 

   第○号議案について、過半数の反対をもって否決されました。 

   第○号から第○号までの議案について、過半数の反対をもって否決されました。 

   すべての議案について、過半数の反対をもって否決されました。 

特記事項 

   ○○○○○○○○  
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書面開催におけるＱ＆Ａ

Ｑ：書面開催での委任状は可能か？ 

Ａ：委任状による委任は、会議に出席できない場合に、他の出席者へ議決権を委任する方法で

す。書面開催では、書面での意思表示となりますので、委任状による委任は、出来ないものと

考えられますが、町内会・自治会の判断で設けることは可能です。 

Ｑ：書面開催での重要議案の取り扱いについて 

Ａ：本来、総会等の会議での議決は、出席者が議論を交わし、出席者それぞれが熟慮した上で、

採決が行われるべきです。しかし、書面表決は、緊急避難的措置としての方法なので、議案に

ついても、事業報告、決算報告、予算や事業計画など必要最低限にとどめるべきと考えられ、

会則の改正などの重要案件については、書面表決で行うべきではないと考えられますので、次

回の総会や臨時会などに先送りすべきと考えます。ただし、すでに議論が尽くされており、手続

き上のことだけと、会員の皆さんが認識しているのであれば問題ないでしょう。 

Ｑ：書面開催を会則などで規定すべきか？

Ａ：書面表決は、緊急避難的措置としての方法なので、会則などで規定して、容易に開催できる

ようにすべきではないと考えます。 

しかし、町内会・自治会の判断で会則などに規定する場合は、その時の執行部が主観で判

断できるものではなく、誰もが納得する客観的なもの（法律などの規定）を基にした規定を設ける

べきと考えます。 

Ｑ：書面表決書を提出しない会員の取り扱いについて

Ａ：書面開催をした場合、書面表決書を提出しない会員がいると思われます。この会員は、意思

表示をしていませんので、通常の会議でも賛成しない会員となり、賛成に入れることはできない

と考えられます。それでも、未提出者を賛成とみなす場合は、事前に十分な周知が必要です。 

Ｑ：書面表決の結果は郵送で通知しないといけないのか？ 

Ａ：会議結果については、会員がいつでも誰でも見れるようにしなければなりません。ホームペー

ジ上での公開も手段の一つですが、インターネットを利用できない人がいる以上は、郵送で結

果をお知らせするべきと考えます。しかし、事前に郵送希望者を確認しておくのもいいでしょう。 

注）一定の考え方をお示しいたしましたが、どんな手法を採ったとしても、会員の皆さんが納得し

ていれば間違いではございませんので、町会・自治会が、地域の特性や会の雰囲気などを加

味して、最終的な判断を行ってください。
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６  引継ぎ 

    引継ぎの重要性 

引継ぎは、単に書類や物品を次の役員に引き継ぐということだけではなく、町内会・自治会活動

の継続性を保つために必要不可欠なことだと考えておかなくてはなりません。 

役員が毎年改選される地域も少なくありませんので、町内会・自治会の活動の継続性を保って

いくためには、活動の良いところや課題なども含めて、次の役員に伝えることが、非常に重要であ

ると言えます。 

    引継ぎにあたって 

（１）日頃から気付いたことはメモしておく 

役員としての様々な活動の中で、気付いた問題点や課題、また、各種行事の良いと感じたと

ころなども含めて、メモしておくようにしましょう。引き継ぎの際に、メモを整理して渡すことで、活

動の良いところや問題点・課題を引き継ぐことができます。 

（２）行事の写真を撮っておく 

行事をした時に、設備や備品の配置状況など、会場の様子がわかるように写真を残しておく

と、翌年度、同じ行事を実施する時の参考となります。 

（３）パソコンのデータも含めて引き継ぐ 

パソコンで書類を作成している場合は、データも含めて次の役員に引き継ぎましょう。役員の

仕事の効率化に繋がります。 

（４）任期終了後に・・・ 

新任の役員で、特に初めて役員になられる方などは、右も左もわからず、不安を感じているこ

とが少なくありません。こうした不安は、役員をすることへの負担感にもつながってしまいます。役

員任期を終えられると、ホッと一息つかれる方も少なくないと思いますが、後任の役員から相談

を受けたときには、できる限り協力しましょう。 

町内会・自治会役員は、毎年交代することが少なくないことから、活動の継続性が課題となっ

ている地域がありますが、専門部会などを設けて継続的に行ったり、役員の任期などを工夫され

たりと、継続性を保つようにしている町内会・自治会があります。 
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７ 町内会・自治会への加入促進 

町内会・自治会は、その地域に居住する方、全員が加入することが望ましいです。しかし、任意

の自治組織であるため、地域住民に町内会・自治会への加入を強制することはできません。 

最近、市内でもマンションが増え、町内会・自治会加入について苦労しているところが多くなっ

ています。また、高齢者世帯も多くなり、中には町内会・自治会の会員をやめてしまうような世帯も

多くなりつつあります。 

町内会・自治会に加入しない人の理由としては、「どのようなメリットがあるのかわからない」、「役

員になったら大変、面倒くさい」、「地域活動に関心がない、私には関係ない」、「会費を払いたく

ない」などがあると考えられます。また、「町内会・自治会って何？」というように、そもそも町内会・

自治会の存在すらもあまり知らないような人もいます。 

会長さんをはじめとした町内会・自治会の役員が中心となって、地道に町内会・

自治会の目的や事業、加入のメリットをＰＲし、理解を深めることが大切です。 

何よりも地域住民のメリットとなる魅力ある町内会・自治会活動を展開してい

くことが大切であると考えられます。 

◆マンション等の場合は、入居前からマンション業者や管理者と対話したり、マンションの管理人さ

んに窓口になってもらうようお願いしたりするのも一つの方法です。 

◆地域の方々で協力し合って組織的に加入促進を図っていくことが大切です。未加入者の情報

は、組長さんや班長さんでとどめておくのではなく、自治会長や町内会長にも情報を伝達する

ことが重要です。 

◆防災や防犯など、地域の方の関心が高い課題へ取り組むことが、加入促進にもつながると考え

られます。例えば、防災訓練などの取り組みでは、町内会・自治会未加入者へも声を掛けて地

域全体で取り組むことで、加入促進につながった実例があります。 
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◆町内会・自治会って、どんなメリットがある？ 

町内会・自治会加入のメリットについては、イザという時の安心感が得られることと、自分

の生き甲斐、やり甲斐につながることが挙げられます。 

町内会・自治会への加入のメリットをチラシやパンフレットに分かりやすくまとめて、勧誘

することが大切です。 

◆できれば会費を払いたくないわ… 

会費がどのように使われるのか町内会・自治会の収支をグラフなどで分かりやすく示し

たものも合わせて配布すると良いかも知れません。 

◆子育てで忙しくて、町内会・自治会の活動はできないかも… 

地域で育つ子どもたちにとっては、将来それぞれの地域がふるさとになります。より良い

地域づくりは、子どもたちにとっては大切な「ふるさとづくり」と言えるのではないでしょう

か。特に子育て世代の会員には、町内会・自治会の「ふるさとづくり」の取り組みを理解

してもらうことが、活動の重要性を訴えることにつながります。 

◆若いぼくたちには、必要ないよね？ 

若者の力やアイディアなどの手助けが必要だと訴えてみましょう。若者が、自分たちが必

要にされていると分かると、意外と手伝ってくれるかもしれません。 

◆町内会・自治会って日頃関係ないから… 

町内会・自治会活動の大切さを伝える加入促進策は役員以外も含め、日頃のつながり 

を通じて呼びかけをしていく必要があります。ごみ出しについてなど、身近なことから町

内会・自治会活動の大切さに気付く方も多いのではないでしょうか。
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８ 個人情報 

町内会・自治会が組織として成り立ち、活動していくためには、加入世帯の名簿や役員の連絡

先、イベントの参加者情報など、ある程度の個人情報を持つことは必要不可欠です。 

一方で、個人情報は悪用された場合、個人の利益の侵害につながります。ここでは、住民の皆

さんの大切な個情報を、適切に取り扱うことができるよう、基本的な考え方や取り扱いのポイントに

ついて、ご紹介します。 

    個人情報の基本 

（１）個人情報とは 

生存する個人に関する情報で、特定の個人を識別できるものを指します。事業者や団体が氏

名と関連づけて、その人物の情報を管理していれば、基本的にそれらはすべてその人物の個

人情報に当たります。また、写真やビデオなどの映像や音声も、特定の個人を識別できる限り、

個人情報に該当します。 

※例えば・・・ 

ある町内会で、会員Ａさんの氏名、生年月日、住所、連絡先、家族構成、職業などを管理

していれば、その情報はすべて会員Ａさんの個人情報です。また、例えば氏名がなくても、役

職など他の記載から、特定の個人が識別できるような情報は個人情報になります。 

（２）個人情報保護法とは 

個人情報の有用性に配慮しつつ、個人の権利利益を保護することを目的として、個人情報を

適切に取り扱うためのルールを定めた法律です。 

個人情報の保護に関する法律（以下、「個人情報保護法」といいます。）は、平成１５年に制定

され、平成２７年に改正され、平成２９年５月に全面施行されました。 

この改正により、小規模団体でも名簿を取り扱っていれば個人情報保護法が適用されること

になりました。営利・非営利を問わないので、町内会・自治会やＮＰＯも個人情報保護法の対象

となります。 

町内会・自治会の運営のために、加入世帯の名簿や役員の連絡先、イベントの参加者情報

など、ある程度の個人情報を持つことは不可欠です。個人情報保護法の対象になるからといっ

て、個人情報を取り扱ってはいけない、ということではありません。個人情報保護法に定められ

たルールに沿った取り扱いをしていくことが必要なのです。 

そのほか、ふとした会話から個人情報が漏れることもありますので注意してください。 
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    個人情報取り扱いのポイント 

個人情報を取得するときは、何に使うか目的を決めて、本人に伝える 

（個人情報保護法第１８条） 

・例えば、「会員名簿を作成し、名簿に掲載される会員に対して配付するため」「会議の招集連

絡や活動のための会員同士の連絡を行うため」など、利用目的を特定することが必要です。 

・本人に書面で提出してもらう場合は、個人情報を集める際に配布する用紙に、利用目的を記

載しておきましょう。 

・個人情報を取得する際は、封筒を用意し他の人に見られずに提出できるようにするなど、配慮

しましょう。回覧しながら一覧表に記載してもらうやり方では、容易に他の人に情報が見られて

しまいますのでやめましょう。 

（１） 個人情報は、決めた目的以外のことには使わない（個人情報保護法第１６条）

・例えば、町内会の名簿を作成するために取得した個人情報を、それ以外の目的に利用するこ

とはできません。 

・決めた目的以外のことに利用したい場合は、あらかじめ本人の同意を得る必要があります。 

（２） 取得した個人情報は安全に管理する（個人情報保護法第２０条）

・個人情報をパソコンで管理したり、名簿等にまとめた場合は、安全に管理する必要があります。 

・古くなった名簿など不要な個人情報は速やかに廃棄する必要があります。廃棄する場合は、

シュレッダーにかけるなど確実に廃棄してください。 

例：紙の情報であれば、施錠できるところに保管電子ファイルであればパスワードを設定したり、

ウィルス対策ソフトを入れるなど 
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（４   個人情報を第三者に渡すときは、本人の同意を得る（個人情報保護法第２３条）

・個人情報を他人（本人以外の第三者）に渡す場合は、本人の同意が必要になります。 

（例外的に、警察から法令に基づく照会があった場合や災害時などで人の生命・財産を守る

ために必要な場合など、本人の同意が不要な場合もあります。） 

・また、提供したことを記録して３年間保存することが必要です。 

（５）  本人からの「個人情報の開示請求」には応じる（個人情報保護法第２８条等）

・町内会・自治会として保管している個人情報について、本人から開示や訂正等の請求があっ

たら、対応しなければなりません。 

※人種、信条、病歴、犯罪の経歴などの「要配慮個人情報」については、取得するときに本人

の同意が必要であるなど、より慎重な取り扱いが求められています。（法第２、１７、２３条） 

〇個人情報保護法でわからないことがあったら・・・ 

個人情報保護委員会では、個人情報保護法の解釈や個人情報保護制度についての一般的

な質問にお答えしたり、個人情報の取扱いに関する苦情を相手方に申し出たが、相手方の対

応や回答内容をめぐり、争いが生じた場合に必要なあっせん等を行うため、電話による相談窓

口を設置しています。 

個人情報保護法相談ダイヤル 

電話：０３－６４５７－９８４９（９:３０～１７:３０、土日祝日及び年末年始除く）
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９ 行政等からの依頼事項について

（令和３年４月１日現在） 

（１）町会・自治会に係る届出について 

住民組織調査票について 

〔担当課〕 

区役所 地域振興課 地域活動支援係 

 ９６５－５１１３

町会長・自治会長への連絡先、区域内の町長名や加入世帯数など、住民組織の実態を把握するため、調

査票の提出の依頼をしています。 

【依頼時期】毎年３月下旬 

【提出時期】毎年５月初旬 

※会長等の変更が無い場合でも、必ずご提出をお願いします。 

※年度途中で会長等の変更がありましたら、随時ご連絡ください。 

※「自主防災組織変更届及び備蓄庫・資器材調査票」も同時に提出の依頼をしています。

自主防災組織変更届及び備蓄庫・ 

資器材調査票について 

〔担当課〕 

区役所 危機管理担当 

 ９６５－５２３２

自主防災組織本部長への連絡や備蓄庫・資器材の管理状況を確認するため、住民組織調査票と一緒に

提出の依頼をしています。 

【依頼時期】毎年３月下旬 

【提出時期】毎年５月初旬 

※本部長等の変更がない場合でも、提出をお願いします。 

※年度途中で本部長等の変更がありましたら、随時ご連絡ください。 
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広報紙（市政だより等）の配布 

担当者等の変更について 

〔担当課〕 

区役所 企画課 

 ９６５－５１１２

市政だより等の広報紙の配布担当者等（氏名、住所、部数など）を把握するため、前ページの住民組織調

査票と一緒に提出の依頼をしています。 

※新型コロナウイルス感染症の影響により、1 日号は当面の間、町内会・自治会などの配布団体に作業を

依頼せず、令和 2 年 12 月から事業者による全戸へのポスティング（郵便受けなどへの投函）による配布に一

時的に変更しています。そのため、令和2年度については一斉の配布担当者等の変更に係る御連絡の依頼

は行いません。今後、配布団体に作業を依頼することとなった際に、改めて御連絡の依頼をさせていただく

予定ですので、御承知おきくださいますようお願いいたします。 

【依頼時期】毎年３月下旬 

【提出時期】毎年４月下旬（配布担当者・部数等の変更がある場合、随時） 

※変更が無い場合、提出は不要。 

※年度途中の変更について 

  月末までに変更の受付をした分 ⇒ 翌月配送分から変更 

  （例）８月末までに連絡した場合、９月配送分（１０月号）からの変更となります。 
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（２）各種委員の推薦について 

①行政からの推薦依頼 

民生委員児童委員 

〔担当課〕 

区役所 地域ケア推進課 

 ９６５－５１５６

民生委員児童委員は、非常勤の特別職の公務員です。給与は支給されず、ボランティアとして、子

育てや家族の介護に関すること、健康・医療に関することなど地域の皆さんの暮らしの相談・支援を

行う大切な存在です。

【任期（次期改選期）】３年（随時改選 年２～３回／次期改選 令和４年１２月１日）

【推薦人数】複数名（原則２２０～４４０世帯に１人）

【依頼時期】欠員地区の推薦は常時受付しています。

廃棄物減量指導員 

〔担当課〕 

環境局 多摩生活環境事業所 

 ９３３－４１１１

ごみの減量とリサイクルを推進するため、地域におけるボランティアリーダーとして、また、市と

市民のパイプ役として活動しています。

【任期】２年（令和２年４月１日～令和４年３月３１日）

※任期中に減量指導員が交代する場合には、減量指導員変更届が必要になります。

様式がない場合は、多摩生活環境事業所までお問合せください。

【推薦人数】原則町会ごとに２７０世帯に１人

【次回依頼時期】令和４年２月（予定）

青少年指導員 

〔担当課〕 

区役所 地域振興課 地域活動支援係 

 ９６５－５１１３

青少年の健全育成を推進するため、地域の巡回パトロールや有害図書類の販売店の調査、「あさお

わくわくウォーク」の運営などを行います。区青少年指導員会では広報紙「あさの実」を年２回発行。

【任期】２年（令和２年４月１日～令和４年３月３１日）

【推薦人数】１名以上 ※麻生区定数５９名

【次回依頼時期】令和３年１２月を予定していますが、推薦は随時、受け付けています。
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スポーツ推進委員 

〔担当課〕 

区役所 地域振興課 地域スポーツ推進担当 

 ９６５－５２２３

地域におけるスポーツ活動を推進するため、壮年ソフトボール大会や女子バレーボール大会などの

企画・運営を行います。区スポーツ推進委員会では広報紙「スポーツ・あさお」を年２回発行。

【任期】２年（令和２年４月１日～令和４年３月３１日）

【推薦人数】１名以上 ※麻生区定数４６名

【次回依頼時期】令和３年１２月（予定）

路上違反広告物除却推進協力員 

〔担当課〕 

建設緑政局 路政課 屋外広告物係 

 ２００－２８１４

はり紙や立看板といった路上違反広告物はまちの景観を損ねるばかりか、歩行者にとって危険を伴

うことにもなります。推薦いただいた方は、路上違反広告物の除却を行うことができます。

【任期】２年（令和３年７月１日～令和５年６月３０日）

【推薦人数】複数名

【募集期間】随時

国勢調査調査員 

〔担当課〕 

区役所 総務課 選挙統計担当 

 ９６５－５１０９

国勢調査は、すべての人と世帯を対象として国が５年ごとに実施している統計調査です。調査員

は、担当調査区内の世帯への調査票の配布や回収などを行います。

【任命期間】８月下旬から１０月下旬（予定）

【推薦人数】規模に応じ１～複数名

【次回依頼時期】令和７年５月頃（予定） ※令和７年国勢調査時
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明るい選挙推進協議会委員 

〔担当課〕 

区役所 総務課 選挙統計担当 

 ９６５－５１０９

区民の政治意識の向上と明るい選挙の推進を目的に、定例会や研修会への参加や、街頭啓発活動な

どを行います。

【任期】２年（令和２年４月１日～令和４年３月３１日）

【推薦人数】各ブロック２～３名 ※麻生区定数１０名

【次回依頼時期】令和４年１月（予定）

選挙投票事務従事者 

〔担当課〕 

麻生区選挙管理委員会事務室 

 ９６５－５１０９

投票日当日、投票管理者１名、投票立会人２名、投票事務従事者数名が、投票所の管理や選挙人の

受付など投票事務に従事します。

【推薦人数】複数名

【依頼時期】令和３年８月（予定）

第２０回川崎市長選挙（令和３年秋執行予定）

※衆議院解散時（時期未定）は、別途、衆議院議員総選挙における従事者の依頼をさせていただき

ます。

川崎市美化運動実施麻生支部 

推進委員 

〔担当課〕 

区役所 地域振興課 地域活動支援係 

 ９６５－５１１３

市内統一美化活動への協力など、地域における美化運動を推進・実施します。

※町会長・自治会長の充て職

【川崎市美化運動実施麻生支部感謝状の贈呈者の推薦】

推薦書を２月末に発送し、４月上旬締め切りになります。

【市内統一美化活動の実施】令和３年９月２６日（日）
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②地区社会福祉協議会への推薦 

地域福祉推進委員（柿生地区社会福祉協議会） 

〔担当〕 

柿生地区社会福祉協議会 

 ９５２－５５００

地区社会福祉協議会は、地域住民が主体となり、自分たちの地域を自分たちの手でよくしていくこ

とを目指して、地域の福祉課題に取り組む住民主体の任意団体です。柿生地区管内の町会・自治会か

ら、地区社会福祉協議会の「委員会活動」に参加していただく「地域福祉推進委員」を推薦していた

だいています。

【任期】２年（令和４年度～令和５年度）

【推薦人数】１～２名（任意）

【次回依頼時期】令和４年２月依頼

地域賛同者（麻生東地区社会福祉協議会） 

〔担当〕 

麻生東地区社会福祉協議会 

 ９５２－５５００

地区社会福祉協議会は、地域住民が主体となり、自分たちの地域を自分たちの手でよくしていくこ

とを目指して、地域の福祉課題に取り組む住民主体の任意団体です。麻生東地区管内の町会・自治会

から、地区社会福祉協議会の「部会活動」に参加していただく「地域賛同者」を推薦していただいて

います。

【任期】２年（令和４年度～令和５年度）

【推薦人数】１～２名（任意）

【次回依頼時期】令和４年４月上旬から依頼
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（３）広報紙の配布・回覧について 

市広報紙の配布・回覧 

配布回数 担当課 

市政だより

月２回（１日・２１日発行）

５月以降 月１回（１日発行）

※１日号は、町会・自治会を通して配

布。２１日号は、新聞折込みで配布。

※新型コロナウイルス感染症の影響に

より、1 日号は当面の間、町内会・自

治会などの配布団体に作業を依頼せ

ず、令和 2 年 12 月から事業者による

全戸へのポスティング（郵便受けなど

への投函）による配布に一時的に変

更しています。

区役所 企画課

 ９６５－５１１２

総務企画局

シティプロモーション推進室

 ２００－２２８７

県のたより 月１回（１日発行）
神奈川県政策局知事室

 ０４５－２１０－３６６２

議会かわさき

年４回

（５月１日・９月１日・１１月１日・

２月１５日発行）

※新型コロナウイルス感染症の影響に

より、町内会・自治会などの配布団体に

作業を依頼せず、令和３年度は当面の

間、事業者による全戸へのポスティング

（郵便受けなどへの投函）による配布に

一時的に変更します。

議会局 広報・報道担当

 ２００－３３７７

※上記以外にも、各種配布物や回覧をお願いすることがありますので、よろしくお願いいたします。

（４）災害時要援護者避難支援制度について 

災害時要援護者避難支援制度について 

〔担当課〕 

区役所 危機管理担当 

 ９６５－５２３２

災害時に避難勧告等の情報が入手困難な人や、自力で避難できない、もしくは避難に時間を要し、

家族等の支援を受けられない人で、当制度にあらかじめ登録した方について、自主防災組織に登録者

名簿をお渡しし、災害発生時の避難支援等を依頼しています。

【依頼時期】地区内で申請があった場合に随時、名簿をお渡ししています。

【依頼内容】平常時：登録者の名簿管理や初回訪問（登録者の身体状況や避難支援の方法等の確認）

災害時：安否確認や避難支援等
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行政等からの依頼事項 一覧表

区分 
ペー

ジ 
名称 

依頼 

時期 

提出 

時期 
間隔 担当部署 

電話 

番号 

町会・

自治会

関係 

２１ 住民組織調査票 
３月 

下旬 

５月 

初旬 
毎年 

区役所 地域振興課 

地域活動支援係 

９６５－

５１１３ 

２１ 

自主防災組織変更

届・備蓄庫資器材調

査票 

３月 

下旬 

５月 

初旬 
毎年 

区役所 

危機管理担当 

９６５－

５２３２ 

２２ 
広報紙の配布担当者

等の変更 

３月 

下旬 

４月 

下旬 
毎年 区役所 企画課 

９６５－

５１１２ 

各種委

員の推

薦 

２３ 民生委員児童委員 
５月 

下旬 

８月 

中旬 
３年毎 

区役所  

地域ケア推進課 

９６５－

５１５６ 

２３ 廃棄物減量指導員 
２月 

下旬 

４月 

上旬 
２年毎 

環境局多摩生活 

環境事業所 

９３３－

４１１１ 

２３ 青少年指導員 
１２月 

上旬 

１月 

下旬 
２年毎 

区役所 地域振興課 

地域活動支援係 

９６５－

５１１３ 

２４ スポーツ推進委員 
１２月 

上旬 

１月 

下旬 
２年毎 

区役所地域振興課 

地域スポーツ推進担

当 

９６５－

５２２３ 

２４ 
路上違反広告物除却 

推進協力員 
４月 ５月 ２年毎 

建設緑政局 路政課屋

外広告物係 

２００－

２８１４ 

２４ 国勢調査調査員 
５月 

下旬 

６月 

下旬 
５年毎 

区役所 総務課 

選挙統計担当 

９６５－

５１０９ 

２５ 
明るい選挙推進 

協議会委員 
４月 ５月 ２年毎 

区役所 総務課  

選挙統計担当 

９６５－

５１０９ 

２５ 選挙投票事務従事者 選挙時   
麻生区選挙管理 

委員会事務室 

９６５－

５１０９ 

２５ 
川崎市美化運動実施 

麻生支部推進委員 

区役所 地域振興課 

地域活動支援係 

９６５－

５１１３ 

２６ 

地域福祉推進委員

（柿生地区社会福祉

協議会） 

２月 

中旬 
３月末 ２年毎 

柿生地区 

社会福祉協議会 

９５２－

５５００ 

２６ 

地域賛同者 

（麻生東地区社会福

祉協議会） 

４月 

上旬 

５月 

上旬 
２年毎 

麻生東地区 

社会福祉協議会 

９５２－

５５００ 

要援護

者支援 
２７ 

災害時要援護者 

避難支援制度 
随時 随時 随時 区役所危機管理担当 

９６５－

５２３２ 
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（５）会費・募金等について 

名 称 概 要 担当課 

麻生区町会連合会会費

４０円／世帯

依頼時期：６月

納入時期：７月

麻生区町会連合会事務局

（区役所地域振興課内）

 ９６５－５１１３

あさお区民まつり賛助金

１００円／世帯

依頼時期：７月

納入時期：８月

あさお区民まつり実行委員会事務局

（区役所地域振興課内）

 ９６５－５１１３

麻生防犯協会会費

５０円／世帯

依頼時期：６月

納入時期：７月

麻生防犯協会事務局

（麻生警察署生活安全課内）

 ９６５－１７８０

麻生防火協会会費

３０円／世帯

依頼時期：６月

納入時期：７月

麻生防火協会事務局

（麻生消防署予防課内）

 ９５１－０１１９

日本赤十字社会費
依頼時期：３月

納入時期：６月～８月頃

区役所地域ケア推進課

 ９６５－５１５６

区社会福祉協議会賛助会費

１，０００円／１口（複数口可）

※令和３年度はコロナの影響

により、強化月間を２月から６

月～７月に変更します。 

納入期間についても２月～ 

１１月に延長します。 麻生区社会福祉協議会

 ９５２－５５００
柿生地区社会福祉協議会 

会費

広報紙数×７０％×２０円

依頼時期：６月

納入時期：８月

麻生東地区社会福祉協議会 

会費 

１０円/世帯

依頼時期：６月

納入時期：８月

赤い羽根共同募金
運動期間：１０月

納入時期：１１月

共同募金会川崎市麻生区支会

（麻生区社会福祉協議会）

 ９５２－５５００

年末たすけあい募金
運動期間：１２月

納入時期：１２月

共同募金会川崎市麻生区支会

（麻生区社会福祉協議会）

 ９５２－５５００

 ※町会長への依頼・納入時期や金額については、変更する場合がありますので、ご了承ください。
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１０ 町会・自治会支援事業等について

（令和３年４月１日現在） 

（１）防犯・防災関係 

防犯灯の新設 

〔担当課〕 

市民文化局地域安全推進課 

 ２００－２２８４

麻生防犯協会（麻生警察署生活安全課内） 

 ９６５－１７８０

毎年、町内会・自治会等からの要望に基づき、予算の範囲内で市が設置します。

防犯灯を設置する場所は、町内会・自治会等において、設置場所周辺の住民の総意の上で決定して

ください。なお、防犯灯を設置することができる場所は、原則として①他の屋外照明との距離がおお

むね２５ｍ以上ある場所、②不特定多数の人が通行する場所（集合住宅の駐車場や駐輪場、通り抜け

ができない場所等は除きます。）とします。

また、予算に限りがありますので、専用柱（ポール）の設置ではなく、なるべく電柱への共架にご

協力ください。設置する防犯灯は、２０ＶＡのＬＥＤ防犯灯（道路幅が狭い場所等は１０ＶＡのＬＥ

Ｄ防犯灯）となります。

【手続き】毎年６月に町会長・自治会長あてに送付する「防犯灯新設要望書」に必要事項を記入し、

麻生防犯協会あてご提出ください。市で設置場所の審査等を実施のうえ、予算の範囲内で設置して

いきます。
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防犯灯の設置補助金交付制度 

〔担当課〕 

市民文化局地域安全推進課 

 ２００－２２８４

区役所 危機管理担当 

 ９６５－５１１４

市の設置基準を満たさない場所への防犯灯の新設やＥＳＣＯ事業の対象とならず自主管理となっ

ている防犯灯の更新に係る経費は、防犯灯設置補助金を利用することができます。

なお、防犯灯設置補助金を利用して設置した防犯灯は、市へ維持管理を移管することはできませんの

で、ご注意ください。

【交付額】ＬＥＤ防犯灯：設置費用の２／３以内（限度額４万円）

専用柱：上記補助金に加算（限度額２万円）※設置する場所に電柱等がない場合に設置する柱

※蛍光灯や水銀灯、インバータ灯などの設置は、補助の対象外となります。

【手続き】毎年６月に町会長・自治会長あてに送付する「防犯灯設置補助金エントリーシート」に必

要事項を記入し、区役所窓口にご提出ください。市で設置場所の審査等を実施のうえ、予算の範囲

内で補助していきます。

防犯灯の管理費及び補修費補助金交付制度 

〔担当課〕 

区役所 危機管理担当 

 ９６５－５１１４

ＥＳＣＯ事業の対象とならず自主管理となっている防犯灯の維持管理に係る経費は、防犯灯管理費

及び補修費補助金を利用することができます。

【交付額】管理費補助

当該年度の４月分の電気料支払実績から算出した経費に１２を乗じた金額を限度（ただし、契約容

量が一定のワット数を超える防犯灯の場合は、当該年度の４月分の電気料支払実績から算出した経

費に１２を乗じた額の１０分の９を限度）

補修費補助

当該年度の４月１日時点で管理している防犯灯１，１００円／灯

【手続き】毎年６月に、町内会長・自治会長あてに送付する書類に必要事項を記入し、区役所窓口に

おいて申請してください。

※保険制度（防犯灯管理者賠償責任保険）あり。
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防犯カメラの設置補助金交付制度 

〔担当課〕 

市民文化局地域安全推進課 

 ２００－２２８４

区役所 危機管理担当 

 ９６５－５１１４

防犯カメラの設置に係る経費は、防犯カメラ設置補助金を利用することができます。

【交付額】新規設置に必要な額の１０分の９以内。ただし、１台あたりの補助金額に上限があります。

【手続き】毎年６月に町内会長・自治会長あてに送付する「防犯カメラ設置補助金エントリーシート」

に必要事項を記入し、区役所窓口にご提出ください。市で設置場所の審査等を実施のうえ、予算の

範囲内で補助していきます。

自主防災組織活動助成金交付制度 

〔担当課〕 

区役所 危機管理担当 

 ９６５－５２３２

自主防災組織の平常時における活動の活性化と、災害発生の際にその機能を充分発揮できるよう、

訓練等実施に対し活動助成金を交付しています。

【交付額】下記表のとおり。ただし、自主防災組織の構成世帯数により、年度内助成額に上限があり

ます。

１回の参加人数

１回の活動に交付できる金額

訓練を行った場合 啓発活動を行った場合
訓練と啓発活動を同

時に行った場合

２０人～４９人 １２，０００円 ３，０００円 １５，０００円

５０人～３００人 ２４，０００円 ６，０００円 ３０，０００円

３０１人～５００人 ３２，０００円 ８，０００円 ４０，０００円

５０１人～ ４０，０００円 １０，０００円 ５０，０００円

【手続き】

随時受付けしています。防災訓練などの助成金の対象となる活動を実施した場合、申請をしてくだ

さい。
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自主防災組織防災資器材購入補助金交付制度 

〔担当課〕 

区役所 危機管理担当 

 ９６５－５２３２

自主防災組織の育成と防災体制の充実を図るため、防災活動に必要な防災資器材（原則として川崎

市が定めた品目）の購入費を補助しています。

【交付額】防災資器材の購入に要する費用の２分の１の額もしくは次の額を上限とします。

※①と②を合算した金額を限度とします。

①組織割（１自主防災組織につき）３００，０００円

②世帯割（１世帯につき）６００円

【手続き】自主防災組織本部長あてに送付する書類に必要事項を記入し、申請してください。（毎年

受付可能期間が設定されます）
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（２）環境美化関係 

資源集団回収事業登録団体奨励金交付制度 

〔担当課〕 

環境局 生活環境部減量推進課 

 ２００－２５７９

ごみの減量とリサイクルを促進するため、資源集団回収を実施する町内会等の実施団体に対し奨励

金を交付しています。

【交付額】３円／ｋｇ

【手続き】毎年６月頃に実施団体あてに送付する書類に必要事項を記入し、申請してください。１～

６月分は７月末まで、７～１２月分は翌年１月末までに申請をしてください。※登録内容の変更が

ありましたら、「川崎市資源集団回収事業登録団体登録変更届（第２号様式）」を提出してください。

様式がお手元にない場合は、多摩生活環境事業所（電話９３３－４１１１）へご連絡ください。

廃棄物減量指導員支援団体報償金交付制度 

〔担当課〕 

環境局 生活環境部減量推進課 

 ２００－２５８０

廃棄物減量指導員を有する住民組織団体等に報償金を交付しています。

【交付額】１９．９円／世帯（令和元年度実績）

※最低５，０００円（千円未満の金額は切り捨て）

【手続き】毎年１２月に町会長、自治会長、理事長あてに送付する書類に必要事項を記入し、申請し

てください。

（３）広報紙関係 

市政だより等配布謝礼金 

〔担当課〕 

総務企画局シティプロモーション推進室 

 ２００－２２８７

市政だより・県のたより等を各家庭に配布するに際して団体に謝礼金を交付しています。

※令和３年度当初は新型コロナウイルス感染症拡大に伴い、一時的に業者によるポスティングでの

配布とさせていただくため、謝礼金は交付していません。

議会かわさき配布謝礼金 

〔担当課〕 

議会局 広報・報道担当 

 ２００－３３７７

議会かわさきを各家庭に配布するに際して団体に謝礼金を交付しています。

※令和３年度当初は新型コロナウイルス感染症拡大に伴い、一時的に業者によるポスティングでの

配布とさせていただくため、謝礼金は交付していません。
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（４）町会・自治会活動関係 

麻生区町内会事業提案制度 

（麻生区地域課題対応事業） 

〔担当課〕 

区役所 地域振興課 地域活動支援係 

 ９６５－５１１３

町会・自治会が行う事業を区が募集し、認定を受けた町会・自治会が委託事業として実施します。

【対象事業】地域の課題解決に資する事業

※慰安旅行会や○○町会設立○周年記念誌発行、物品の購入のみなどの事業は対象となりません。

【募集期間】令和３年１月１２日～２月２６日（事業開始４月１日以降）

【事業期間】令和３年度中（協定締結から令和４年３月１８日までの協議した期間）

※４月２日以降、予算に余裕がある場合に限り、随時、申請の受け付けます。詳しくは担当課へお

問い合わせください。
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（５）表彰制度 

目的 対象 

川崎市自治功労賞 地域住民の福祉増進及び住民自

治の振興発展に貢献し、特に顕

著な功績のあった町内会・自治

会長等を表彰する。

町内会・自治会長等の職に通算１

０年以上就き、地域住民の福祉増

進及び住民自治の振興に係る実践

活動を行い、他の模範として、表

彰に値する者。

町内会・自治会永年勤続

功労者表彰

町内会・自治会等の会長として

永年にわたり地域住民の福祉向

上、住民自治の振興及び市政の

発展に尽力し、功績顕著な者を

表彰する。

町内会・自治会長の職にあり、通

算して 10年、15年、20年、25年、
30年、35年、40年、45年、50年
以上にわたり、町内会・自治会長

職にあり、その功績が顕著な者。

川崎市全町内会連合会

感謝状贈呈

町内会・自治会等の住民組織に

功績のあった者に感謝状を贈呈

する。

通算して 5年以上、町内会・自治
会長の職にあり、その功績が顕著

な者

麻生区地域功労賞

（麻生区地域課題対応事業）

地域の振興及び市民生活の向上

に貢献し、顕著な功績のあった

個人又は団体を表彰する。

区内で活動している左記に該当す

る個人又は団体
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１１ 保険制度について 

（令和３年４月１日現在） 

（１）自治会活動保険 

自治会活動保険 

〔担当課〕 

区役所 地域振興課 地域活動支援係 

 ９６５－５１１３

自治会が所有、使用もしくは管理する施設に起因する、または自治会が行う自治会活動の遂行に起

因する偶然な事故および住民が自治会活動等に従事または参加している間に発生した偶然な事故か

ら「自治会と住民」をお守りする保険です。

保険会社と麻生区町会連合会が契約を締結し、加入します。麻生区町会連合会が代表して契約する

ことで通常より２０％の割引を受けています。

【対象】麻生区町会連合会に加入している町会・自治会（要申込。任意加入）

【申込締切】令和３年５月１４日（金）（予定）まで

【保険期間】令和３年７月１日（木）から１年間

【内容】補償対象・内容・金額、保険料等については、保険パンフレットを参照していただくか、担

当課までお問合せください。

（２）川崎市市民活動（ボランティア活動）補償制度 

川崎市市民活動（ボランティア活動）補償制度 

〔担当課〕 

かわさき市民活動センター 

 ４３０－５５６６

市民の皆さんが安心してボランティア活動に取り組めるよう、市が損害保険会社と保険契約を行

い、補償制度の運用を公益財団法人かわさき市民活動センターが行う制度です。事前登録や加入、契

約等の手続きは不要です。

 ※民間保険会社にもボランティア活動やイベント用の保険商品がありますので、お近くの保険会社や

保険代理店でお尋ねください。
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参考資料１ 町会への加入促進の取り組み事例

（平成３０・２９年度麻生区町会連合会視察研修会アンケートより抜粋） 

取り組み事例 
町会名 

（町会Ｎｏ．順） 

○集合住宅の加入率が低い。管理会社へのアプローチを強化したい。 片平町内会

○新規に引っ越してきた世帯に対し、引越しのお祝いを兼ねた町会説明会

を年１～２回行っている。

五力田町内会

○集合住宅等の計画を町内会役員より情報収集。

○管理会社等と打合せ、住み良い街づくりへの協力を求める。

○建築主が地元の人であれば、地縁をよりどころに一括加入の依頼。

○大切なことはオーナーサイドに協力を求めること。

万福寺町内会

○賃貸アパート、マンションの大家さんに加入促進を働きかけている。 栗木町内会

○新築の戸建住宅があった場合には、町内会通信を持参し町内会の活動に

理解を得てから加入依頼をすると、ほぼ加入してもらえている。

○マンションの場合は、オーナーにお願いをして加入を促進し地元の人が

オーナーの場合は、ほぼ加入してもらえている。

黒川町内会

○独自での自治会立上げ予定のマンションで長期間立上げ未実施になって

いるマンションに対して、町会加入を打診する予定。

はるひ野町内会

○アパートのオーナーへ町会加入を勧誘している。

○安否確認旗を配り、日程を決めて掲示訓練を行っている。災害時にはこ

れを基に安否の確認を行う。町会未加入者に対して町会活動のアピール

にもなる。

岡上町内会

○当自治会はマンションになるので、マンション入居時に自治会に加入し

てもらうようにしている。

サープラス柿生自治会

○新住宅のリーダーが地元の人間と交流があると加入しやすい。未加入世

帯に町会役員が個々に訪問して加入をお願いしている。

早野町内会

○建売業者、不動産屋等に新規加入促進を依頼している。 下麻生自治会

○近年開発が多くなってきているので、開発があった場合に開発業者に町

会加入してもらうように呼びかけている。

王禅寺町内会

○町内会のパンフレット（毎年更新）を作成して、転入世帯、造成業者、不

動産業者に説明・配布して加入協力をお願いしている。

真福寺町内会

○自治会の加入率は９７％程度と思われますが、高齢により町会活動がで

きないことを理由とした脱会者が増えないために、高齢の方には町会の

仕事の分配の削減を検討している。

日生百合ヶ丘自治会

-38-



○近隣の不動産会社に自治会内への賃貸住宅を含めて転入者があった場合

は、不動産契約時に転入者に町会加入していただくように協力してもら

っている。

新百合ヶ丘第５自治会

○未加入世帯に対して、町会加入促進のチラシをポスティングしている。 東百合丘町会

○加入パンフレット（町内会の活動の紹介）を新住民世帯に案内している。 高石町会

○当自治会の概要をまとめたリーフレットを作り、各班の班長に、新規転

入があった世帯に対して声かけをしながら配布してもらっている。

有楽自治会

※以上の内容について、資料が欲しい、話を聞きたい等がありましたら事務局にご連絡ください。
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参考資料２ 新任町会長自治会長研修の内容について

（１）平成２８年度・平成２８年８月４日（木）開催 

「個人情報保護の仕組み」     ※講師 弁護士 牧田潤一郎 

〇個人情報保護法について

〇名簿作成・利用上の注意等        ※資料提供のみになります。

民生委員の選び方   

高齢化対策          ※講師 五力田町内会会長 鈴木正視

〇民生委員児童委員とは・新任民生委員を探すには

〇町会における高齢化対策取り組み事例紹介等

防災の取り組み         ※講師 新百合ヶ丘自治会自主防災組織本部長 樋口誠 

〇新百合ヶ丘自治会における防災の取り組み事例の紹介等

防犯の取り組み 

町会だよりの発行、町会ホームページの開設 ※講師 岡上町内会会長 宮野敏男

〇岡上町内会における防犯の取り組み及び防犯カメラの設置

〇町会だより及び町会ホームページを開設している町会の紹介等

町会自治会の規約作成 

役員（班長）マニュアル作成   ※講師 真福寺町内会会長 井上俊夫 

〇町会自治会の規約作成例の紹介

〇真福寺町内会班長マニュアル作成事例の紹介等

町会自治会の法人化（認可地縁団体化） ※講師 栗木町内会会長 仲林久夫 

〇認可地縁団体とは

〇地縁団体のメリット・デメリット等

※以上の内容について、資料が欲しい、話を聞きたい等がありましたら事務局にご連絡ください。
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（２）平成２９年度・平成２９年６月９日（金）開催 

町内会・自治会の規約作成について ※講師 真福寺町内会会長 井上俊夫 

〇規約作成上の注意点

〇役員（班長）マニュアル作成について

町会自治会の法人化（認可地縁団体化）について ※講師 栗木町内会会長 仲林久夫 

〇認可地縁団体とは

○何のために創られた制度か

〇地縁団体のメリット・デメリット等

民生委員児童委員の組織と活動 

高齢化対策と災害時要援護者避難支援制度について ※講師 五力田町内会会長 鈴木正視 

〇民生委員児童委員とは・新任民生委員を探すには

〇五力田町内会における高齢化対策、災害時要援護者避難支援制度と救急医療情報キットについて。

防災の取り組み   ※講師 麻生区自主防災組織連絡協議会会長 樋口誠 

〇新百合ヶ丘自治会における防災の取り組み事例の紹介等

防犯活動について、防犯カメラの管理運用基準について 

町会だより、ホームページ、名簿発行 ※講師 岡上町内会会長 宮野敏男

〇岡上町内会における防犯の取り組み及び防犯カメラの設置

〇町会だより及び町会ホームページを開設している町会の紹介等

※以上の内容について、資料が欲しい、話を聞きたい等がありましたら事務局にご連絡ください。
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（３）平成３０年度・平成３０年６月２１日（木）開催 

町内会・自治会の運営について    ※講師 真福寺町内会会長 井上俊夫 

〇真福寺町内会班長マニュアルについて

○問題発生時の連絡先及び手順について

町会自治会の法人化（認可地縁団体化）について ※講師 栗木町内会会長 仲林久夫 

〇認可地縁団体とは ○何のために創られた制度か

〇地縁団体のメリット・デメリット等

民生委員・児童委員の選び方について  ※講師 真福寺町内会会長 井上俊夫 

〇民生委員児童委員とは？ 〇どんな人が民生委員・児童委員をしているの？

○どんな活動をしているの？

防災の取り組みと災害時要援護者避難支援制度の取り組みについて 

   ※講師 麻生区自主防災組織連絡協議会会長 樋口誠 

小田急さつき台自治会自主防災組織での新たな取り組みについて 

   ※講師 小田急さつき台自主防災組織本部長 土屋隆俊 

〇新百合ヶ丘自治会における防災の取り組み事例の紹介等

○小田急さつき台自治会における防災の取り組み紹介等

高齢者が健康で元気にいられるには ※講師 五力田町内会会長 鈴木正視 

〇五力田町内会での高齢者向けの取り組み等

青少年指導員について  ※講師 山口台自治会会長 渡辺孝一 

〇麻生区青少年指導員会の概要及び指導員募集等

※以上の内容について、資料が欲しい、話を聞きたい等がありましたら事務局にご連絡ください。
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（４）令和元年度・令和元年６月１０日（月）開催 

町内会・自治会の運営について    ※講師 真福寺町内会会長 井上俊夫 

〇真福寺町内会班長マニュアルについて

○問題発生時の連絡先及び手順について

町会自治会の法人化（認可地縁団体化）について ※講師 栗木町内会会長 仲林久夫 

〇認可地縁団体とは ○何のために創られた制度か

〇地縁団体のメリット・デメリット等

民生委員・児童委員について  ※講師 真福寺町内会会長 井上俊夫  

〇民生委員児童委員とは？ 〇どんな人が民生委員・児童委員をしているの？

○どんな活動をしているの？

防災の取り組みと災害時要援護者避難支援制度の取り組みについて 

   ※講師 麻生区自主防災組織連絡協議会会長 樋口誠 

高石町会 防災・減災への３つの取組みについて 

   ※講師 高石町会会長 笠原勝浩 

       高石町会副会長 根岸哲也 

〇新百合ヶ丘自治会における防災の取り組み事例の紹介等

〇高石町会における防災の取り組み事例の紹介等

高齢者が健康で元気にいられるには ※講師 五力田町内会会長 鈴木正視 

〇五力田町内会での高齢者向けの取り組み等

防犯活動について  ※講師 岡上町内会会長 宮野敏男 

〇町内会・自治会で行う防犯活動の取り組み等

青少年指導員について  ※講師 山口台自治会会長 渡辺孝一 

〇麻生区青少年指導員会の概要及び指導員募集等

※以上の内容について、資料が欲しい、話を聞きたい等がありましたら事務局にご連絡ください。
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（５）令和２年度・令和２年７月２日（木）開催 

町内会・自治会の運営について    ※講師 真福寺町内会会長 井上俊夫 

〇真福寺町内会班長マニュアルについて

○問題発生時の連絡先及び手順について

民生委員・児童委員について  ※講師 五力田町内会会長 鈴木正視 

〇民生委員児童委員とは？ 〇どんな人が民生委員・児童委員をしているの？

○どんな活動をしているの？

防災の取り組みと災害時要援護者避難支援制度の取り組みについて 

   ※講師 麻生区自主防災組織連絡協議会会長 樋口誠 

小田急さつき台自治会自主防災組織での新たな取り組みについて 

   ※講師 小田急さつき台自主防災組織本部長 土屋隆俊 

〇新百合ヶ丘自治会における防災の取り組み事例の紹介等

○小田急さつき台自治会における防災の取り組み紹介等

Ｑ＆Ａ タイム  ※講師 岡上町内会会長 宮野敏男 

〇町内会・自治会の法人化（認可地縁団体化）について

〇防犯活動は何をすれば良いか？ 〇防災について

〇麻生区町内会事業提案制度

〇町会や自治会の会長になるとどのような依頼が行政から来るの？

※以上の内容について、資料が欲しい、話を聞きたい等がありましたら事務局にご連絡ください。
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○本手引きに関するお問い合わせ先 

 麻生区町会連合会事務局（麻生区役所地域振興課）  

０４４－９６５－５１１３ FAX０４４－９６５－５２０１

麻生区町会連合会ホームページには、町会・自治会 
ガイドブックや、町連だよりのバックナンバーなど、 
お役立ち情報を掲載しています。ぜひご活用ください。 

麻生区町会連合会ホームページ 
http://www.asao-chouren.com/ 




